
函館市特定教育・保育施設 療育支援事業費補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は，函館市特定教育・保育施設療育支援事業 費

補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し，函館市補助金

等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。  

（目的）  

第２条  子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以

下「法」という。）第２０条第４項に規定する支給認定（以下

「支給認定」という。）を受けた子どものうち，特別な支援が

必 要 な 子 ど も が 特 定 教 育 ・ 保 育 等 の 提 供 を 受 け た 場 合 （ 以 下

「療育支援事業 」という。）において，市内に所在する法第２

７条第１項に規定する特定教育・保育施設（以下「特定教育・

保育施設」という。）が「特定教育・保育，特別利用保育，特

別利用教育，特定地域型保育，特別利用地域型保育，特定利用

地 域 型 保 育 及 び 特 例 保 育 に 要 す る 費 用 の 額 の 算 定 に 関 す る 基

準等（平成２７年３月３１日内閣府告示第４９号）」に基づく

教育・保育給付の算定対象となる職員数を超えて，保育士，幼

稚園教諭および保育教諭等（以下「保育士等」という。）を配

置 す る た め に 必 要 な 費 用 の 一 部 を 補 助 す る こ と に よ り ， 児 童

福祉の増進を図ることを目的とする。  

（対象となる子ども）  

第３条  前条に掲げる 特別な支援が必要な子ども は，次に掲げ

る各号のいずれか に該当し，かつ，日々通園し，教育・保育

における集団 活動に参加することができることとする。また，

別表１に掲げる施設の種類に応じた対象となる子どもの支給

認定の区分および対象となる子どもの必要数 に該当するもの

であることとする。  

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５



条第４項 の規定 に 基づき身 体障害 者 手帳の交 付を受 け てい

る子ども。  

(2) 療育手帳制度要綱（昭和４８年厚生省発児第１５６号）

に基づき，療育手帳の交付を受けている子ども。  

(3) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律  （昭和３９年法

律第１３ ４号） に 基づく特 別児童 扶 養手当の 支給対 象 児童

（所得により手当の支給を停止されている場合を含む。）。  

(4) 公的機関（児童相談所，保健所，精神衛生センター また

は心身障 害者総 合 相談所に 限る。 ） からの判 定，ま た は医

師から障がいを有すると診断を受けた子ども。  

（保育方法）  

第４条  療育支援事業 は，対象となる子ども の特性等に十分配

意して，必要に応じて個別指導を行うものとする。  

（保育士等の配置等）  

第５条  療育支援事業 の実施にあたっては， 専門的な 知識，経

験を 有す る保 育 士 等を ，対 象と な る 子ど もを 教育 ・ 保 育にお

ける 集団 生活 に 参 加す るう えで 支 障 が出 ない 範囲 で 配 置する

もの とし ，か つ 対 象と なる 子ど も の 特性 に応 じて ， 必 要な設

備お よび 遊具 等 が 備わ って いる こ と など ，受 け入 れ 体 制を整

えなくてはならない。  

（管外受け入れの取扱い）  

第６条  対象となる子どもには，児童福祉法第５６条の６第１

項 に 基 づ き 管 外 受 け 入 れ を 承 諾 し た 子 ど も も 含 め る こ と と す

る。  

２  前項に掲げる子どもの費用負担および事務処理等について

は ， 当 該 子 ど も の 居 住 す る 市 町 村 と の 協 議 書 の 締 結 を も っ て

処理するものとする。  

（状況報告）  

第７条  市長は，当該事業の実施状況に関し，必要に応じ 特定

教育・保育施設の 長に報告を求め，または調査することができ



る。  

（補助金の交付額）  

第 ８ 条 療育支 援事業 を 行うため に必要 な 運営経費 として ，予

算の範囲内において，別表２に定める補助基準月額に，対象と

な る 子 ど も の 数 に そ の 在 籍 す る 月 数 を 乗 じ た も の を 乗 じ て 得

た額を補助金として交付するものとする。  

２  前項の対象となる子どもの数は，月初日に在籍している 人

数によるものとする。  

（事業実施の承認申請 ）  

第 ９ 条 療育支援事業を実施しようとする者は，事業実施前に

あらかじめ，別記第１号様式「函館市特定教育・保育施設療

育支援事業実施承認申請書」に次に掲げる書類を添えて市長

に申請し，事業実施の承認を受けなければならない。  

(1) 療育支援事業 実施計画書（別記第２号様式）  

(2) その他市長が必要と認める書類  

（承認の通知 ）  

第 10 条 市長は，前条の規定により申請があった場合において，

その内容審査および必要に応じて行う調査等により，実施事

業を承認したときは，別記第 ３号様式「函館市特定教育・保

育施設療育支援事業実施承認通知書」により，当該申請した

者に通知するものとする。  

（補助金の交付申請等 ）  

第 11条 補助 金の 交付 を 受けよ うと する 者 は，市 長が 定め る期

間内に，申請書を提出しなければならない。  

２  補助金の交付申請に係る添付書類は， 規則第９条に定める

もののほか，次に掲げるものとする。  

(1) 療育支援事業実施状況調書（別記第 ４号様式）  

(2) 事業実施承認通知書の写し  

(3) その他市長が必要と認める書類  

３  前項の補助金等交付申請書等を提出したことで，規則第 17



条に規定する実績報告書の提出があったものとみなす。  

（補則）  

第 12 条 この要綱 に定め るものの ほか， 療 育支援事 業 につ い て

必要な事項は別に定める。  

  附  則  

この要綱は，平成１０年４月１日から施行する。                

  附  則  

この要綱は，平成１１年３月１１日から施行し，平成１０年４

月１日から適用する。  

  附  則  

この要綱は，平成１２年９月２８日から施行し，平成１２年４

月１日から適用する。  

  附  則  

この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は，平成２７年７月２３ 日から施行し，平成２７年４

月１日から適用する。  

  附  則  

この要綱は， 平成２９年４月１日から施行する。  

  附  則  



この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別表１（第３条関係）  

 

施設の種類  
対象となる子どもの

支給認定の区分 
対象となる子

どもの必要数 

幼保連携型  

認定こども

園  

学校法人立  ２号および３号  １人以上  

学校法人立以外  １号～３号  １人以上  

幼稚園型認定こども園 ３号  ２人以上  

※ １号および２

号も含めて２人

以上でも可（補助

対象は３号のみ） 

保育所型認定こども園  １号  ２人以上  

※２号および３

号も含めて２人

以上でも可 

２号および３号  １人以上  

保育所  ２号および３号  １人以上  

 

別表２（第８条関係）  

  

 

 

  

補助基準月額  

７０，０００円  



別記第１号様式（第９条関係）  

 

    年   月   日  

 

函館市長         様  

 

住所  

申請者  団体名および  

代表者氏名  

 

函館市特定教育・保育施設療育支援事業実施承認申請書  

 

    年度において函館市特定教育・保育施設療育支援事業

を実施したいので，函館市特定教育・保育施設療育支援事業費補

助金交付要綱第９条の規定により，関係書類を添えて申請しま

す。  

 

記  

添付書類  

１  療育支援事業実施計画書（別記第２号様式）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記第２号様式（第９条関係）  

 

療育支援事業実施計画書  

 

施設名（               ）                   

月  人員  補助単価  補助金額  

 
人  円  円  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 年間補助金額合計            

  



別記第３号様式（第 10 条関係）  

 

 

函  子  サ  

    年   月   日  

 

         様  

 

函館市長  

 

函館市特定教育・保育施設療育支援事業実施承認通知書  

 

    年   月   日付けで申請のあった函館市特定教育・保

育施設療育支援事業については，内容審査の結果，下記のとおり

承認したので，函館市特定教育・保育施設療育支援事業費補助金

交付要綱第１０条の規定により通知する。  

 

記  

 

１  承認年月日        年   月   日  

２  事業開始年月日      年   月   日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第４号様式（第 11条関係）  

 

療育支援事業費補助事業実施状況調書  

 

施設名（            ）  

（ふりがな）  

児童名  

生年月日  

 

入所期間  

 

補助対象  

入所月数  

 

補助単価  補助金  

（     ）  

 

 

  ．  ．  

 

  ．  ．  

～  

  ．  ．  

か月  

 

円  

 

円  

 

（     ）  

 

 

  ．  ．  

 

  ．  ．  

～  

  ．  ．  

か月  

 

円  

 

円  

 

（     ）  

 

 

  ．  ．  

 

  ．  ．  

～  

  ．  ．  

か月  

 

円  

 

円  

 

（     ）  

 

 

  ．  ．  

 

  ．  ．  

～  

  ．  ．  

か月  

 

円  

 

円  

 

（     ）  

 

 

  ．  ．  

 

  ．  ．  

～  

  ．  ．  

か月  

 

円  

 

円  

 

 


